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Ⅰ　は じ め に
　ドイツでは，2013 年 7 月 19 日にパートナーシャフト会社法1）（Partnerschaftsgesellsch
aftsgesetz; PartGG）の改正法2）が施行された。右改正法によって導入されたのが，従来
のパートナーシャフト会社とは異なる責任体系と名称を伴ったパートナーシャフト有限
職業責任会社（Partnerschaftsgesellschaft mit beschränkter Berufshaftung）である。
　本稿は，右改正法の内容，とりわけ，パートナーシャフト有限職業責任会社の責任体
系の内容，その法形式および使用する名称について検討し（後記Ⅱ・Ⅲ），併せて，パー
トナーシャフト有限職業責任会社のパートナーシャフト登記簿への記載内容に関する判
断が下されたニュルンベルク上級地方裁判所の決定を紹介し（後記Ⅳ），パートナーシャ
フト有限職業責任会社に関わる新たな法状況の一端を明らかにすることを目的とするも
のである。
　本稿の執筆目的についてさらに 2つの点を付言したい。まず以て，筆者の研究テーマ
に関わり，先に執筆した別稿では，ドイツ連邦弁護士法（Bundesrechtsanwaltsordnung）3）
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に基づく弁護士会社（Rechtsanwaltsgesellschaft）について論じた4）。同稿では，その論述
目的が主に資本会社形式を利用した弁護士組織にあったことから5），弁護士会社と並び
弁護士も利用できる自由業者のための組織形態としてのパートナーシャフト会社に関
する論述は殆どなかった。しかし，ドイツの現実において，弁護士の職務に関してみ
れば，弁護士会社という法形式よりもパートナーシャフトという法形式が遙かに多く
利用されている6）。そこで，筆者としては，実際の利用度の点で相対的に重要性を有す
るパートナーシャフトという法形式について本稿で論述する必要に迫られた次第であ
る。加えて，上記のように，パートナーシャフト有限職業責任会社に係る新たな法状況
が生じていることと関連して，筆者が本誌前号で執筆した論稿7）で取り扱った有限責
任事業会社（Unternehmergesellschaft）の商号およびその付加語に関わる問題が，パート
ナーシャフト有限職業責任会社に対してどのように位置づけられるのかについても出来
る限り明らかにする必要があると思料したことも，本稿執筆の今一つの理由となってい
る。
Ⅱ　パートナーシャフト会社法改正
1．従来のパートナーシャフト会社
⑴　定 義
　パートナーシャフトは，自由業者がその職務権限を行使するために結合する会社であ
る（パートナーシャフト会社法 1条 1項 1文）。その社員であるパートナーは自然人でなけ
ればならない（同項 2文）。
　自由業者が行う「自由業（Freier Beruf）」について，パートナーシャフト会社法 1条
2項 1文によれば，自由業とは，一般的に（im Allgemeinen），特別な職業上の資格また
は創造的才能に基づき，依頼人そして公衆のために，個人として，また自己の責任に
おいて，さらに専門的に独立して高度のサービスの提供を行うことであるとされてい
る8）。この意味において，パートナーシャフト会社法 1条 2項 2文では，自由業者とし
て独立した職業活動を行うものとして，医師，弁護士，会計士，税理士，エンジニア，
建築士等，29 の職種が列挙されている。
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⑵　法 的 性 質
　パートナーシャフトでは，個々のパートナーによって，それぞれが適用される職業法
規を遵守しつつ，職務サービスが提供される（パートナーシャフト会社法 6条 1項）。この
ようなパートナーの自由業者としての活動が，個々のパートナーの資質や才能に依存
していることから，パートナーシャフトの会社（Gesellschaft）としての性質は人的会社
（Personengesellschaft）であるとされている9）。このことは，パートナーシャフト会社法
1条 4項で，同法に別段の定めなき限り，パートナーシャフトに対しては民法典（BGB）
の組合（GbR）に関する規定が適用されるとされていることや人的会社としての合名会
社に関する商法典（HGB）上の規定がパートナーシャフトに準用され得る場合があるこ
と（パートナーシャフト会社法 6条 3項，7条 2・3項）等からも明らかである。
　パートナーシャフトは，その本店の所在地を管轄する登記裁判所でのパートナーシャ
フト登記簿への登記を義務付けられている（パートナーシャフト会社法 4条 1項，商法典
106 条 1 項準用）。パートナーシャフトの第三者に対する関係は，右の登記によって発効
する（パートナーシャフト会社法 7条 1項）。また，パートナーシャフトには，合名会社
に関する商法典 124 条が準用されている（パートナーシャフト会社法 7条 2項）。従って，
パートナーシャフトは，その名称のもとで権利を有し，義務を負い，所有権その他の
土地に関する物権を有し，提訴・受訴することができる（商法典 124 条 1 項参照）。また，
パートナーシャフトの財産に対する強制執行のためには，パートナーシャフトに向けら
れた執行可能な債務名義が必要となる（同条 2項参照）。このように，パートナーシャフ
トは，それ自身，独立の法主体として，独自の財産を保有するものとされる 10）。
　ただ，ここで注意しなければならないことは，合名会社に関する商法典 124 条に関連
して，ドイツ法では，合名会社は，対外的関係において独立した法主体として認められ
るにも拘わらず，有限会社や株式会社のような法人とされていないことである。従来
の学説では，合名会社は法人ではないが，合名会社それ自体ではなく，合手的に結合
した社員（gesamthänderisch gebundenen Gesellschafter）が権利義務の担い手と解されてき
た 11）。従来の学説に従えば，パートナーシャフトについても同様の法理が適用される
とも思われるが，合名会社の法的性質について，従来の学説とは異なる見解もあり 12），
また，後記 2で論ずるように，パートナーシャフトとは異なる責任体系を有するパート
ナーシャフト有限職業責任会社が制度化されたことで，従来通りの理解でよいかについ
て，なお議論の余地があるものと思われる。
　なお，パートナーシャフト会社は，人的会社である以上，資本会社である弁護士会社
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や弁護士株式会社（Rechtsanwalts-AG）とは異なり，営業税（Gewerbesteuer）は発生しない。
この点は，同じ機能を持つ弁護士会社に対するパートナーシャフト会社のメリットであ
るとされている 13）。
⑶　パートナーシャフトの名称
　パートナーシャフト会社法 2条 1項によれば「パートナーシャフトの名称には，少な
くとも一名のパートナーの姓名，「und Partner」若しくは「Partnerschaft」という付加
語並びに当該パートナーシャフトに代表される全ての職務の職業名が含まれなければな
らない」とされている。なお，パートナーの姓名について，個々の名前（Vorname）を
付する必要はない（パートナーシャフト会社法 2条 1項 2文）。また，他のパートナーの姓
名はパートナーシャフトの名称に入れなくともよい（同項 3文）。
　このようにパートナーシャフトは，営利性を有する団体の保有する商号（Firma）と
同様，非営利団体としてそれ自身の名称（Name）を有し，それに応じて，商法典の規
定が準用されている（パートナーシャフト会社法 2条 2項）14）。
⑷　パートナーの責任
　パートナーシャフト会社法 8条 1項 1文によれば「パートナーシャフトの債務につい
て債権者に対して責任を負うのは，パートナーシャフトの財産と並んで連帯債務者とし
てのパートナーである」とされている。また，同項 2文では，合名会社の加入社員の責
任に関する商法典 130 条および会社の解散に関する同 131 条が準用されている。この
ことから明らかなように，パートナーシャフト会社においては会社，すなわちパート
ナーシャフトだけでなく全社員すなわち，各パートナーが無限責任を負うのが原則であ
る。
　さらに，1998 年 8 月 1 日に発効した新たなパートナーシャフト会社法 15） 8 条 2 項に
よれば，職務上の過誤について（パートナーシャフトと並んで）責任を負うのは，委任事
務処理を行ってきたパートナーだけである，すなわち，同項によれば「個々のパート
ナーだけが委任事務処理を行ってきた場合には，同人のみが職務上の過誤について 1項
によるパートナーシャフトと並び責任を負う」とされる 16）。なお，その際，副次的な
処理費用は考慮されない。右の場合，「委任（Auftrag）」の概念は，民法典 662 条の意味
における狭義のものではなく，その基礎が自由業者の活動のために形作られるあらゆる
契約関係を指すものと考えられている。また，上記 1998 年改正に係る政府草案によれ
ば 17），職務上の過誤について責任を負うパートナーは，実際に自身で委任事務処理に
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携わったパートナーだけでなく，その者の監督をしたパートナーそして内部的な権限分
配に基づいて活動しなければならなかったパートナーも考慮されなければならない 18）。
2 ．パートナーシャフト有限職業責任会社
⑴　改正に至る経緯
　2013 年のパートナーシャフト会社法改正に至る端緒となった事情として指摘されて
いるのは，2009 年以来，ドイツの弁護士が EU法上の居住移転の自由とヨーロッパ最
高裁判所の判例 19）を利用して，イギリス法上の有限責任パートナーシップ（Limited 
Liability Partnership; LLP）20）という法形式で結合するようになってきたことであった。
この点で Heilwigによれば，LLPは，職務上の過誤に基づく責任の制限をもたらすも
のであり，ヨーロッパ法の見地からは歓迎すべきものであっても，ドイツ法の見地か
らは，これ以上の LLPへの脱出（Exdus）をくい止めることが重要なことであったとさ
れる 21）。従来の無限責任を前提とするパートナーシャフトに対し問題とされていたの
は，共同事務所（Sozietät）の規模が拡大し，個々の弁護士が専門化し，受任者が他の専
門家と協同して事務処理をするようになると，誰も自分以外の者の職務分担の質を評価
できなくなってしまうこと，委任事務処理に事後的に参入した者が既に生じていた過誤
に基づく責任を負わなければならなくなるということであった 22）。このような事情と
ともに指摘されていることは，弁護士が，ドイツの既存の法形式を利用して有限責任
の利益を享受することが，裁判所によって拒絶されたことである。この点で指摘され
ていることは，ドイツ連邦最高裁の 2011 年 7 月 18 日判決 23）で，弁護士有限合資会社
（Rechtsanwalts-GmbH & Co. KG）の形式が否定されたことであった。
　以上のような状況の下で，改正への具体的な動きとして掲げられていることは，2010
年夏，ドイツ弁護士協会（Deutsche Anwaltsverein; DAV）からパートナーシャフト会社法
8条の補充に向けた見解表明書（Positionspapier）が公にされ 24），右表明書による提言が
同年の第 68 回ドイツ法律家大会（DJT）での議論に付され，翌 2011 年 5 月のドイツ連
邦弁護士会（Bundesrechtsanwaltskammer; BRAK）の意見書（Stellungnahme）25）に結び付
いたことであった。
　続いて 2012 年 8 月 15 日に連邦法務省による政府草案 26）が出されている。同草案の
理由書では，LLPの代替物が提供されるべきであると指摘されている 27）。同草案は，
同年 9月 27 日，連邦議会の第一読会に付せられ，同年 11 月 7 日には専門家公聴会が
行われている 28）。その後，2013 年 6 月 12 日の法務委員会による若干の修正，同年 6月
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13 日の第二・第三読会を経て，同年 7月 3日の連邦参議院での法案可決に至るのであ
る 29）。
⑵　有限責任の要件
　2013 年 7 月 19 日に施行されたパートナーシャフト会社法の改正法に挿入されたパー
トナーシャフト会社法 8条 4項によれば，誤った職務権限行使を理由とする損害に対し
て責任を負うのは会社財産だけであり，それ以外に誰も責任を負うものではないとされ
る。この前提となるのは，パートナーシャフトが，以上の目的のために充てられる職業
責任保険をあてがわれていることである。つまり，個人責任は，保険金請求権と引き替
えられるのである。勿論，既述のように，このことが妥当するのは，損害賠償請求か
つそれが誤った職務権限行使に基づくもののみである 30）。履行請求および返還請求並
びに職務権限行使と直接関連しないその他の請求（雇用契約や使用貸借契約に基づく請求）
については，パートナー全員の無限個人責任が留め置かれる 31）。
　上記のように，有限責任の要件は，この目的のために「法律（Gesetz）」によってあて
がわれた保険が支えとなっていること（unterhält）である。すなわち，保険が合意され
ており，目下のところ損害をもたらす行為に対して保険の保護が存することである 32）。
右の「法律」がどのようなものかについてパートナーシャフト会社法で定めがある訳で
はない。このことは，その都度パートナーシャフト会社法が考慮している自由職種に委
ねられている。前記の 2013 年パートナーシャフト会社法改正法では，他の職種に先行
して，同改正法のタイトルに掲げられている 4種の職種（弁護士，弁理士，税理士，会計士）
にとって同様にパートナーシャフト有限職業責任会社が可能となるような法規が形作ら
れているのである 33）。その 4種の職種中，弁護士業について見れば，弁護士パートナー
シャフトに際し現在の連邦弁護士法 51a条が定めていることは，パートナーシャフト会
社法 8条 4項により責任を制限されるパートナーシャフト会社は，最低 250 万ユーロの
保険金を差し出さなければならないこと，その際，一保険年度内の給付は最低保険金額
についてパートナー数を乗じたものに限定することができること（その場合，年次最高給
付額は少なくとも最低保険金額の 4倍，すなわち，1000 万ユーロとされなければならない。）で
ある。
⑶　法 的 性 質
　前記⑵のような一定の有限の職業責任をともなうパートナーシャフト会社としての
パートナーシャフト有限職業責任会社は，従来のパートナーシャフト会社のヴァリエー
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ション（Variante）34）として前記改正法によって導入されたものと位置づけられている。
すなわち，パートナーシャフト有限職業責任会社は，部分的に修正された責任体系と
特別な名称を伴ったパートナーシャフトのヴァリエーションとして構想されており 35），
何ら新たな法形式を創造したものではないと指摘されている 36）。すなわち，前記 1⑵
で述べたように，パートナーシャフトが法人ではないとされていることから，そのヴァ
リエーションであるパートナーシャフト有限職業責任会社も同様に法人ではない団体と
して位置づけられることになる。ただ，パートナーシャフト有限職業責任会社が部分的
にせよ有限責任制度を伴うことから，従来，法人としての属性の 1つとして掲げられて
きた会社財産と社員財産との厳格な分離がパートナーシャフト有限職業責任会社にも認
められる以上，パートナーシャフト有限職業責任会社が法人でないとしても，その社員
と会社との関係に関してパートナーシャフト有限職業責任会社をドイツ法上の組合タイ
プの団体とするか，あるいは社団タイプの団体とするか簡単に決することは出来ないと
の指摘が改正法成立以前からあったこと 37）にも注意しなければならない。
　いずれにせよ，パートナーシャフト有限職業責任会社がパートナーシャフトのヴァリ
エーションであるという点は，後記Ⅳで取り扱う上級地方裁判所決定との関係で今一度
検討しなければならない。
Ⅲ　パートナーシャフト有限職業責任会社の名称
1．有限責任との関係
　パートナーシャフト会社法 8条 4項 3文によれば，パートナーシャフトの名称は，職
務責任の制限を示す付加語を含むものでなければならない。政府草案とは異なり成立し
た法律の場合，立法資料によれば，名称の付加語の登記を責任制限のための条件として
整備することは断念されている。この点について，政府草案 8条 4項 2号では，誤った
職務権限行使を理由とする損害を原因とするパートナーシャフトの責任が会社財産に限
定される場合として，その名称に「mit beschränkter Berufshaftung」または「mbB」と
いう略語若しくは右の標識の略称として一般的に理解されるものを付加語として含む
（enthält）ことが掲げられていた。その限りで，改正法においても，含まれる（enthalten）
という語は政府草案と同様である。しかし，この点で政府草案の理由書では，法律要件
の充足のためにはパートナーシャフト登記簿に名称の付加語を登記することで足りると
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されており 38），その限りで登記が想定されていた 39）。これに対して，連邦議会の法務
委員会報告書において，政府草案で責任制限のための条件としてパートナーシャフトの
名称が「mit beschränkter Berufshaftung」またはその略語を含まなければならないとし
ていることについて，このことは，適切な付加語を伴ったパートナーシャフトがパート
ナーシャフト登記簿に登記されることが必要かつ充分であること（erforderlich aber auch 
ausreichend）を述べているに過ぎず，順序として，名称の登記が命ぜられるということ
になるだけであって，責任制限の条件となる訳ではなく，従って，政府草案 8条 4項 2
号は，純然たる商号規定（reine Firmenvorschrift）として形成されており，責任制限に結
び付いていないと指摘され 40），これが改正法 8条 4項 3文となったのである。このよ
うな経緯によって，従来のパートナーシャフトで認められていたパートナー責任の除去
のための条件は，保険契約の締結のみとなった。政府草案と改正法を比較した場合，責
任制限の条件は，政府草案では 2つ，すなわち，保険契約の締結と付加語の登記，であっ
たが，改正法では， 1つ，すなわち，保険契約の締結のみとなった訳である。
2．「mbB」という略語
　パートナーシャフト有限職業責任会社の名称の付加語は「mbB」という一般に理解
し得る略語も含むものである。有限会社における有限責任を表すものとして用いられ
ているのは「mbH」という略語であるが，パートナーシャフト有限職業責任会社の場
合には，「mbH」ではなく「mbB」という略語が用いられるべきものとされている。な
ぜなら，政府草案によれば「mbH」という略語は，「あまりに広範囲にわたるものであ
るからである。このあまりに広範囲にわたる警戒作用は，法取引を欺罔する結果とな
る。職務上の過誤とは異なる原因に基づく請求権の債権者，例えば，被用者や賃貸人が
「mbH」というシグナルを見て，責任が一般的に制限されており，それ故，自己の請求
権の行使を思いとどまらざるを得ないと理解してしまう場合にはとりわけそうなる」の
である 41）。
　ここで注意しなければならないことは，有限会社法上，有限会社のヴァリエーション
であるとされている有限責任事業会社（Unternehmergesellschft）の場合には，その商号
に関し「haftungsbeschränkt」という付加語をさらに略記することは認められないとさ
れていることである 42）。その理由として掲げられていることは，問題となっている会
社が非常に少ない基本資本しか装備していないということについて，公衆が思い違いを
しないものでなければならないという点であった 43）。これに対して，パートナーシャ
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フト有限職業責任会社の名称の付加語については「mbB」という略語が当初から認め
られている。これに関し注目すべきことは，前記Ⅱ 2⑴で示した 2012 年 11 月 7 日に開
かれた専門家公聴会で，Hirte教授が両者のバランスをとるべき旨の意見を述べている
こと 44）である。
3．名称の付加語の使用違反
　パートナーシャフト会社法 8条 4項 3文の義務に違反した場合，それぞれの場合にお
いて，商法典 37 条と関連する 2条 2項半文による商号法上のサンクションが差し出さ
れる。名称の付加語が登記されていなかったことがどの程度の責任法上の効果を呼び起
こすのかは必ずしも最終的に明らかにされていない。立法資料によれば 8条 4項 3文は
付加語の登記を命ずべきものとしており，その結果，商法典 37 条と関連する 2条 2項
半文は関係づけられ得るものとされる。場合によっては法文から名称補完の義務が引き
出される。その義務は，それと結び付く会社契約の変更を理由とした（正確な名称の付
加語の形成に関しても）パートナーの決定を前提とし，それに続き 4条 1項 3文に関し登
記が義務付けられることになる。名称変更を怠った場合には，商法典 15 条 1 項適用の
ための接点は何ら見出せないものとなる。一般原則に基づく権利外観責任も生ずること
は殆どない。何故なら，その責任は取引相手の登記内容に対する具体的信頼を前提とし
ているからである 45）。
　実際により重要であると思われるのは，営業取引において名称の付加語を使用しな
かった場合，とりわけ 7条 5項違反，である。立法理由書によれば，この場合は，有限
責任会社が法取引において責任制限について惑わした場合に適用される一般規制によっ
て処理されることになる。そこで指示されているのは，法形式の付加語がなかった場合
に会社を代理した代理人の個人的な履行責任を民法典 179 条の類推によって認めた連邦
最高裁の判例である 46）。無限の人的な責任という同様の権利外観が生じているか否か
は個々の事案の状況によってのみ判断されることになる 47）。Hensslerによれば，例え
ば，レターヘッドでこれまでと同様「und Partner」という付加語が使用されている一
方で，フッター部分に有限の職務責任への指示がなされているような形状の商業書簡は
問題があるとされる 48）。
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Ⅳ　ニュルンベルク上級地方裁判所第 2民事部 2014 年 2 月 5 日決定
　本節では，パートナーシャフト登記簿への記載事項として，パートナーシャフト有限
職業責任会社の法形式と名称および名称の付加語に係る峻別が問題とされたニュルンベ
ルク上級地方裁判所決定 49）を紹介したい。以下に，右決定に係る事実関係Aおよび決
定理由Bを，注記も含めて，原文通り記す。
A．
1　関係人（Beteiligte） 1は，パートナーシャフト有限職業責任会社である。パート
ナーシャフトの目的は，税務相談活動の遂行である。パートナーは，それぞれ税理士と
して選任された関係人 2，同 3である 50）。
2 　関係人 1は，オーバープファルツ州バイデン（Weiden i.d. OPf.）区裁判所のパー
トナーシャフト登記簿に「PR...」（...パートナーシャフト登記）のもとで登記されていた。
同登記簿の第 2欄，「名称（Name）（Buchstabe a）」との項目のもとでパートナーシャフ
ト会社法 8条 4項 3文に含まれる付加語「PartG mbB」が登記されていた。同登記簿第
4欄では「法形式（Rechtsform）（Buchstabe a）」という項目のもとで「パートナーシャフ
ト（Partnerschaft）」という表記が登記されていた。
3　2014 年 1 月 14 日に関係人 1のもとで，従来の表記に代わって，パートナーシャ
フト登記簿第 4欄に法形式として登記すべきものとして申請されたのは，（略号を使わな
い）「Partnerschaftsgesellschaft mit beschränkter Berufshaftung」という表記であった。
その理由として申し立てられたのは，パートナーシャフト会社とパートナーシャフト有
限職業責任会社との間で問題となるのは，立法資料から引き出される様な異なった法形
式であるということである。すなわち，単なる法形式として「パートナーシャフト」と
するだけの登記では，関係人 1について，パートナーシャフト有限職業責任会社が問題
となっていることが判らず，それ故，行為するパートナーにとって個人責任の虞れがあ
るのである。その限りで，関係人 1の名称に含まれるパートナーシャフト会社法 8条 4
項 3文による付加語「mbB」は，充分なものではないというものである。
4　オーバープファルツ州バイデン区裁判所（登記裁判所）は，2014 年 1 月 20 日の決
定によって右登記申請を却けた。その理由は，有限責任のない「通常の」パートナーシャ
フトに対するパートナーシャフト有限職業責任会社の相違は，パートナーシャフトの名
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称（上記第 2欄）の中に充分に示されている。それ故，パートナーシャフトの職務責任
の制限は，既にパートナーシャフト登記簿から明らかに認識され得るものである。加え
て，登記裁判所の EDV（Elektronische Datenverarbeitung）システムが許可しているのは
法形式としての「パートナーシャフト」だけであるというものである。
5　2014 年 1 月 22 日に関係人 1に送達された上記決定に対して，2014 年 1 月 27 日
に裁判所に届けられた関係人 1による抗告がなされた。
6　2014 年 1 月 28 日の決定によってオーバープファルツ州バイデン区裁判所（登記
裁判所）は，右抗告を認めなかった。同時に，同裁判所は，上級地方裁判所の判断に至
る手続を提示した。
B．
7　許可された抗告は本件では棄却される。
Ⅰ．
8　本手続は，家事事件・非訟事件手続法（FGG-RG）による非訟事件に該当する。
9　同法の分類によれば，問題となるのは同法 374 条 3 号の登記事項である。
Ⅱ．
10　抗告手続きは許可される。
11　異議申立がなされた判断について問題となるのは，家事事件・非訟事件手続法
382 条 3 項による決定である。右決定に対して提起された抗告は同法 58 条 1 項により
認容される。
12　当該抗告は，期間（同法 63 条 1 項）および形式（同法 64 条 1 ・ 2 項）に適ってな
されている。
13　抗告人（関係人 1）は，同人によって申し立てられた登記申請を却けた，異議申
立がなされた決定によって同人の権利が害されており，従って同法 59 条 2 項の意味に
おける抗告資格を有している。
Ⅲ．
14　右抗告は本件では棄却される。申請されたパートナーシャフト登記簿第 4欄の法
形式の変更は登記簿に登記されるべきでないとした登記裁判所の見解は結果的に法的審
査に耐えるものである。
15　 1 ．登記裁判所によって使用されている EDVプログラム登記が「Partnerschafts-
gesellschaft mit beschränkter Berufshaftung」ではなく，「Partnerschaft」をパートナー
シャフト登記簿（第 4欄 Buchstabe a）の「法形式」項目に登記することだけしか認めて
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いないという状況は勿論そのようないずれの登記をも妨げるものではない。その種の技
術的な不十分性は，争点となっている表記が登記されるべきか否かの問題に何らの影響
を与えるものではない。
16　 2 ．しかしながら，抗告人の見解とは反対に，パートナーシャフト有限職業
責任会社は，その種の責任制限のないパートナーシャフトとは別個の法形式とは
されない。それどころか，その限りで問題となるのは法形式のヴァリエーション
（Rechtsformvariante）（Schäfer in: MünchKomm- BGB, 6. Auﬂ. § 8 PartGG Rn. 41, 42），すなわち，
（その責任規制の点で異なって形作られた）パートナーシャフト会社法 1条 1項の意味にお
けるパートナーシャフト集団（Fallgruppe）なのである。
17　a）抗告人が，2012 年 8 月 15 日の連邦政府の立法草案 51）（Entwurf eines Gesetzes 
zur Einführung einer Partnerschaftsgesellschaft mit beschränkter Berufshaftung und zur Änderung 
des Berufsrechts der Rechtsanwälte, Patentanwälte, Steuerberater und Wir tschaftsprüfer）
（Bundestags- Drucksache 17/10487）が異なった法形式が存することを明らかにしていると
考えるとすれば，それは誤っている。
18　aa）同草案の 3頁で述べられているのは，13 頁「経費 Erfüllungsaufwand der 
Verwaltung」節の理由の枠内と同様，以下の通りである。
19　「商事会社登記およびパートナーシャフト登記の事務を行う裁判所行政組織に
とって，登記義務のない既存の職業団体が本改正法を契機としてパートナーシャフトを
選択するかまたは登記済みの既存の職業団体がパートナーシャフト有限職業責任会社に
交替するかあるいは（有限会社から）転換する限りで，付加的な経費が発生することに
なる。これに対して，将来，既存の登記義務のある形式に替えてパートナーシャフト有
限職業責任会社という新たな形式が用いられる限り，裁判所行政組織にとって何らの付
加的な経費は発生しない。何故なら，異なった法形式への登記簿への登記の場合の費用
の区別はないからである。」
20　以上の節の最後の文節で「異なった法形式への」登記簿登記の場合の一致した経
費が述べられている限りで，このことはパートナーシャフト有限職業責任会社と並んで
直前の文節で掲げられている有限会社にも関連づけられる。その限りでパートナーシャ
フト有限職業責任会社は当然に（筆者注：有限会社とは）異なった法形式とされる。これ
に対して，その種の責任制限のないパートナーシャフトに対する関係でも別個の法形式
を問題にしなければならないという逆の推論は引用された節から引き出すことは出来な
い。
21　bb）立法資料において 11 頁の理由の枠内で更に以下のことが述べられている。
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22　「法律によって自由業者にとって，一定の前提が存する場合に，パートナーシャフ
ト有限職業責任会社を採用する可能性が生ずる。そのために，パートナーシャフト会社
法自体の中に責任制限が創られている。これまでの「通常の」パートナーシャフト会社
は，パートナーシャフト有限職業責任会社の可能性と並んで存在し続けることになる。」
23　ここからもまた抗告人の見解とは反対にこれに関連する異なった法形式の存在は
結論付けられない。
24　b）それどころか，立法理由書から既に明らかにされていることは，パートナー
シャフト有限職業責任会社の場合に問題とされているのはパートナーシャフト会社の
ヴァリエーションということである。立法理由書 15 頁を見れば，すなわち，
25　「会社財産への責任限定という新たな可能性を導入することによってパートナー
シャフト会社の 2つのヴァリエーションが与えられることになる。例えば，これまで固
有の法律上の職業権を自由に使えなかった自由職種がある。これらの職種にとって新た
な責任制限規制は未だ効果的なものとされていない。しかし既存の職業権がこの可能性
を取り上げず，職業責任保険も決めないことも可能である。更に，ある職業権が職業責
任保険を意図したが，しかし，正当な理由から具体的なパートナーシャフトが職業責任
保険を取り結ぶことなく，伝統的な責任体制のもとでパートナーシャフト会社として留
まろうとすることも可能である。これら全ての場合にパートナーシャフトは，従前の名
称で，責任の付加語なしにそれ自体はっきりと認識され得るのである。」と。
26　c）その種の責任制限のないパートナーシャフトに対してパートナーシャフト有
限職業責任会社の場合に他の法形式が問題とされないことは，立法者が同じ法律の中で
この 2つのヴァリエーションを規律しており，それに対して，そうでなければ，異なっ
た法形式はそれぞれ異なった法律で規律されることからも明らかである。
27　パートナーシャフト会社法の規制からも明らかなことは，例えばパートナーシャ
フトの要件に関する法規定（同法 1条）は，通常のパートナーシャフト会社に対しても
またパートナーシャフト有限職業責任会社に対しても同様に効力を及ぼすことである。
28　最後に，パートナーシャフト有限職業責任会社の導入に関連して，パートナー
シャフト登記法（PRV）52）は変更されていない。パートナーシャフト登記簿第 4欄にお
いて（Buchstabe a）のもとで法形式が登記されなければならず（パートナーシャフト登記
法 5条 4項 1文），従って「パートナーシャフト」という表記となる（vgl. Krafka/ Kühn, 
Registerrecht 9. Auﬂ. Rn. 2046, 2047）。パートナーシャフト登記法 2条によれば，パートナー
シャフト登記は附表 1に添付されているひな型に従って行なわれなければならない。こ
のひな型の中に法形式として「パートナーシャフト」という文言のみが記載されている。
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29　 3 ．従って関係人 1はその種の責任制限のないパートナーシャフトに対して他の
法形式を示すことはないので，パートナーシャフト登記簿第 4欄への登記は変更される
必要はない。
30　可能であると考えているパートナーの個人責任に関する抗告人の考慮は根拠付け
られない。（有限責任への示唆のない）法形式として登記されているパートナーシャフト
に関して「裁判所が将来，会社財産への責任の制限を否定すること」は，上述の説明を
考慮すれば正当化できない虞れがある。さらに，パートナーシャフトの名称に含まれる
「mbB」という付加語（名称の構成要素として同じくパートナーシャフト登記簿第 1欄へ登記
されなければならない（PRV5 条 1 項）。）から明らかになる職業責任の制限は明白である。
以上の付加語は責任制限を明らかに認識させるためには不十分であるとする関係人 1の
見解は，（更なる前提が存在する場合に）それに相応する商号を用いることは有効な責任
制限のために充分であるとするパートナーシャフト会社法 8条 4項の規制に反するもの
である。
31　 4 ．2014 年 1 月 20 日のオーバープファルツ州バイデン区裁判所（登記裁判所）の
決定による当該登記申請の拒絶は，従って（いずれにせよ結果的に）異議を唱えられるべ
きものではない。
32　よって，これに対してなされた抗告は棄却のままに置かれる。
Ⅳ
33　費用決定は家事事件・非訟事件手続法 84 条によることとなる。
34　当部局は，裁判所・公証人費用法（Gesetz über Kosten der freiwilligen Gerichtsbarkeit 
für Gerichte und Notare）53）36 条 3 項，59 条，61 条により目的価格を確定した。
35　家事事件・非訟事件手続法 70 条 2 項の前提が存するので，法的抗告は認められ
るものであった。争点問題は多くの同様の事例で提起され，従って原則として意義ある
ものであるが，これまで明らかな限り，最高裁での判断がなされたものはない。
　以上のように，本決定は，税理士パートナーシャフト有限職業責任会社について，
パートナーシャフト有限職業責任会社が従来のパートナーシャフト会社とは別個の法形
式ではなく，パートナーシャフト会社のヴァリエーションであるという立法者の見解に
基づき（Ⅲ 2a）aa）bb）枠外番号 17 ～ 25），パートナーシャフト有限職業責任会社がパー
トナーシャフト登記簿第 4欄「法形式（Rechtsform）（Buchstabe a）」という項目のもとで
記載すべきものは「Partnerschaft」という表記でなければならず，従って，右記載欄を
「Partnerschaftsgesellschaft mit beschränkter Berufshaftung」という表記に変更するこ
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とは認められないとしたものである。
Ⅴ　まとめに代えて
　本稿では，2013 年に施行されたパートナーシャフト会社法改正法によって導入され
たパートナーシャフト有限職業責任会社について，その導入の経緯およびパートナー
シャフト有限職業責任会社と従来のパートナーシャフト会社との関係について考察する
とともに，パートナーシャフト有限職業責任会社のパートナーシャフト登記簿への記載
事項に関するニュルンベルク上級地方裁判所決定に言及した。
　まず確認されたことは，①パートナーシャフト有限職業責任会社の導入の契機となっ
たのは，英国における LLPの形式がドイツにおいて広く用いられることに対して，と
りわけ弁護士業の分野で，LLPに対するドイツ法上の代替物を創造すべきとの要求が強
まったこと，②右要求に応えるものとして導入されたパートナーシャフト有限職業責任
会社は，当面，右改正法で指示された 4種の自由業分野で利用できるものとされている
こと，③職業有限責任の利益を享受するためには保険契約が締結されていなければなら
ないこと，である。
　さらに，上記ニュルンベルク上級地方裁判所決定と関連して重要なことは，パート
ナーシャフト有限職業責任会社が従来のパートナーシャフト会社とは別個の法形式とし
て創造されたものではなく，パートナーシャフト会社のヴァリエーションであるに過ぎ
ないとされたことである。この点は，別稿で論じた有限会社法上の，有限会社と有限責
任事業会社との関係に相応することが出来る 54）。また，パートナーシャフト会社の名
称および名称の付加語の使用についても，有限責任事業会社の商号および商号の付加語
に関する取扱いについて，（必ずしも全てに渡って重なり合うものではないが）55）かなりの
部分において共通する状況が存在するものと言えよう。
　ただ，有限責任事業会社は，有限会社のヴァリエーションであっても，資本会社であ
り，法人である。これに対して，パートナーシャフト有限職業責任会社は，パートナー
シャフト会社のヴァリエーションである限りにおいて，人的会社であり，法人ではない。
しかし，一部にせよ，有限責任体系を伴う組織としてのパートナーシャフト有限職業責
任会社がこれまでのパートナーシャフト会社と同じ性質を有するものとして位置づけら
れるか否かはさらに検討を要するものと言えよう。その点で，ニュルンベルク上級地方
裁判所決定は，あくまで立法者の見解に基づき，パートナーシャフト登記簿の法形式欄
18 第 11 巻第 2号（2014）
への記載事項に関する判断が下されているという理解にとどまるものと解すべきであろ
う。
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権利外観原理に基づくパートナーの個人責任の虞れがあるとしている。
46）　民法典 179 条の類推を認めた最近の判例として，BGH, Urteil vom 12. Juni 2012 - II ZR 256/11．
同判決について，丸山・前掲（注 7） 3頁以下参照のこと。なお，Henssler, a.a.O. (Fn.8) §8 
PartGG Rn.72, Fn.149．では，右判決の他，Urteil vom 18. März 1974 - II ZR 167/72, BGHZ 62, 216
が，確立した判例の端緒となる判決として引用されているが，同判決は，民法典 179 条の類推と
いうよりも，責任の実質的根拠として，権利外観ないし取引の相手方の信頼が強調されている（丸
山・前掲（注 7）25 頁）。
47）　Henssler, a.a.O. (Fn.8) §8 PartGG Rn.72.
48）　Henssler, a.a.O. (Fn.8) §8 PartGG Rn.72.
49）　Beschlusse des 12. Zivilsenats des OLG Nürnberg vom 5. Februer 2014 (12 W 351/14, ZIP 2014, 
420- 421, GmbHR 2014, 429- 431, NZG 2014, 422- 423).
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●Zusammenfassung
Mit dem am 13.7.2012 in Kraft getretenen Gesetz zur Einführung einer Partnerschaftsgesell-
schaft mit beschränkter Berufshaftung und zur Änderung des Berufsrechts der Rechtsanwälte, 
Patentanwälte, Steuerberater und Wirtschaftsprüfer ist die Partnerschaftsgesellschaft mit 
beschränkter Berufshaftung als eine Variante der Partnerschaftsgesellschaft in Deutschland 
geschaffen worden.
Die Partnerschaftsgesellschaft mit beschränkter Berufshaftung muss in ihrem Namen die 
Bezeichnung “mit beschränkter Berufshaftung” oder “mbB” führen (§ 8 Abs. 4 S. 3 PartGG).
Hier beschäftigt der Autor sich mit dem diesbezüglichen Beschluss des 12. Zivilsenats des 
OLG Nürnberg vom 5.2.2014 (ZIP 2014, 420- 421, GmbHR 2014, 429- 431, NZG 2014, 422- 423.). 
Dem Beschluss liegt ein Sachverhalt zugrunde, in dem das Registergericht einen Antrag auf 
Eintragung der Bezeichnung “Partnerschaftsgesellschaft mit beschränkter Berufshaftung” 
als Rechtsform in Spalte 4 des Partnerschaftsregisters an Stelle der bisherigen Bezeichnung 
“Partnerschaft” abgelehnt hat, da eine Unterscheidung der Partnerschaftsgesellschaft mit 
beschränkter Berufshaftung zu einer “normalen” Partnerschaft ohne Haftungsbeschränkung 
ausreichend im Namen der Partnerschaft zum Ausdruck gebracht werde. Das OLG entschied, 
dass die Entscheidung des Registergerichts im Ergebnis einer rechtlichen Überprüfung 
standhalte, da eine Partnerschaftsgesellschaft mit beschränkter Berufshaftung keine andere 
Rechtsform als eine Partnerschaft ohne eine derartige Haftungsbeschränkung darstelle, 
sondern es sich lediglich um eine Rechtsformvariante handele.
50）　前記Ⅱ 2⑵で述べたように，税理士業務も，2013 年パートナーシャフト会社法が考慮している
4種の職種の 1つとして掲げられている。
51）　本決定では「連邦政府の立法草案（Gesetzentwurf der Bundesregierung）」と表記されているが，
本稿の他の部分では「政府草案」としている。
52）　Verordnung über die Einrichtung und Führung des Partnerschaftsregisters, V. v. 16.06.1995, 
BGBl. I S. 808; zuletzt geändert durch Artikel 5 Abs. 3 G. v. 0.11.2006, BGBl. I S. 2553，
53）　G. v. 23. 07. 2013, BGBl. I S. 2586; zuletz geänder t durch G.v. 08.07.2014, BGBl.IS.890; 
m.W.v.16.07.2014.
54）　丸山・前掲（注 34）796 頁。
55）　Ⅲ 2で述べた付加語の略記に関する取扱いが異なる点について参照のこと。
〈追記〉　本稿は，2014 年度 JSPS科研費（基盤研究（C））（課題番号 25380112）助成に基づく研
究成果の一部である。
